太陽光発電、風力発電等の発電設備設置事業に関するルールについて
東村における美しい自然環境、魅力ある景観及び良好な生活環境の保全及び形成と、急速に普及が進む再生可能エネルギー発電設備設置事業との調和を図るため、平成２９年９月１日より「東村自然環境等と再生可能エネルギー発電設備設置事業との調和に関する条例」及び関連規則が施行されました。新たに事業を開始する事業者は、該当区、近隣関係者（両者を併せて近隣住民等という）へ事業説明を行った上で、着手日の３０日前までに事業届出書を村へ提出しなければいけません。
※事業の着手日とは、杭工事などの基礎工事を始めた日を指します。重機の搬入日、土地の造成日ではありませんのでご注意ください。
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摘要











説明会開催日を含む14日以内に意見書を提出できます。





事業着手





指導、助言又は勧告に対する


処理の報告





審議会の開催及び


指導、助言又は勧告





事業着手日の３０日前までに


事業開始届を提出





近隣住民等へ説明会の開催


（意見書に対し7日以内に回答）





事業を行う土地に適用される


法律等の確認（役場へ相談）








